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これまでわが国の中小企業研究は、社会科学的研究分野、とりわけ経済学、
経営学の各論分野において、諸外国の研究を名実ともに、量質、蓄積の豊か
さにおいて凌駕するという特別の地位を占めてきた。その背景には様々な要
因が絡み合っているが、欧米の先進工業国に対するわが国の明治期以来の産
業発展の軌道と産業構造上の特質、それと関係して生起した深刻で根深い社
会的問題が関係していることは、何人も否定し得ない事実であろう。こうし
た事情から、アカデミズムの世界におけるわが国中小企業研究の発展の道筋
も、海外の既成学問や理論体系の紹介、輸入、咀嚼から出発することの多か
った経営学を始め他の分野とは様相を異にし、現実の小企業、中小企業の存
立と発展がもつわが国産業発展にとっての「重要性」と、そこから生じる
「問題性」についての切迫した認識を原点に、研究対象の独自性に照応した
理論的な整序と独自の理論展開に向かうという道をたどってきたという理解
も、それほど的外れではないように思われる。
しかしこうした独自の伝統と蓄積を誇るわが国中小企業研究も、前世紀末
以来の経済社会の世界的規模での激動の中で、今や大きな曲がり角にさしか
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山口隆之著『中小企業の理論と政策
―フランスにみる潮流と課題―』
(森山書店 2009年３月、＋238頁：関西学院大学研究叢書第127編)
かっているのではないかという感が、この分野を必ずしも専門分野としてい
ない評者にとっても強い｡「中小企業｣､「中小工業」という概念を正面に据
えた研究が近年とみに少なくなってきた観があること、これまで中小企業論
で経験対象とされてきた企業群が､「ベンチャー・ビジネス｣､「企業ネット
ワーク｣､「産業クラスター｣、あるいは「暗黙知」など、わが国の産業実践
の内から生起したというよりも、どちらかといえば海外諸国の知的コンテキ
スト、産業状況と関連して生起、形成されたコンセプトを援用して把握され、
わが国の伝統的な中小企業論の視角とは必ずしも一致しない認識目的で分析
されることが目立つようになってきたことなど、がその背景にある事由であ
る。
本書は、こうした現今の学界状況の中で､「中小企業の理論と政策」とい
うメイン・タイトルにあるように、わが国の伝統的な中小企業研究の基本視
点を根底にすえ、その上でサブ・タイトルに示されるように、フランスにお
ける潮流と課題を分析・把握しようとした注目すべき著作である。

本書は､「はじめに」に続く３部10章からなり､「おわりに」で総括されて
いる。その内容は以下のごとくである。
はじめに 本書の課題と分析視点（14 頁）
第１部 中小企業研究の展開
第１章 フランス資本主義の発展と中小企業（722頁）
第２章 中小企業研究のさきがけ（2344頁）
第３章 中小企業研究の発展（4562頁）
第４章 現代のフランス中小企業研究（6377頁）
第２部 中小企業と企業間関係
第５章 伝統的下請論（8189頁）
第６章 下請論と中小企業の成長（91113頁）
第７章 ｢パートナーシップ」論（115136頁）
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第３部 中小企業政策の展開
第８章 ｢地域生産システム」の振興政策（139166頁）
第９章 産業クラスター政策（167188頁）
第10章 イノベーション政策と起業支援（189203頁）
おわりに まとめと展望（205208頁）
初出一覧（209210頁）
参考文献（211231頁）
「はじめに」では、なぜ本書でフランスの中小企業を取り上げるのかにつ
いての、著者の基本的な理由と本書に集約された研究への取り組み姿勢が示
される。そこで強調されるのは、我が国とは対照的に中小企業にあまり社会
的注目が集まらず、自国でも研究が立ち遅れたフランスではあるが、それは
かの地で中小企業が重要でないことを意味するのではなく、むしろフランス
は先進諸国のうちでは例外的といえるほど中小企業が偏在し、小規模企業比
率が高い国であること、1970年代以降はその国民経済上果たす役割が積極的
に評価され、その環境整備や、研究環境整備が急速に進行中であり、フラン
ス中小企業に現時点で科学的分析のメスを入れることは、我が国の中小企業
研究の発展や政策展開にとり今後重要となるという認識が示される。
その上で今なお中小企業に関するフランス国内の専門的研究文献の蓄積が
少ない現状を踏まえ、利用できる多様な関連情報をできる限り集め体系的に
把握するという態度で臨んだこと、その結果を踏まえ、第２次大戦後の限ら
れた期間に限定した上で、フランス中小企業とフランス中小企業研究の両面
で、それをとりまく環境や実態の推移を、可能な限り通史的、系統的、総論
的に論じ、フランス社会における中小企業の機能のあり様と今後の展望を明
らかにするという本書の執筆姿勢が示される（23 頁)。
こうした基本姿勢をふまえ、本書では大別して理論と政策という２領域か
らフランス中小企業への接近が試みられる。理論面は第１、第２部で、政策
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面は第３部であつかわれる。理論面では、フランス中小企業研究の主流とみ
なされる管理論的研究の推移の把握が第１部、下請制等を中心とした企業間
関係論分野の議論展開の把握が第２部で試みられる。その上で中小企業関連
の具体的振興政策の展開が第３部で示される。
第１章では、フランスにおける中小企業の定義、中小企業の地位、その背
景となっているフランス資本主義、フランス経済の発展過程の特徴やその中
での中小企業政策など、以下の行論の前提となる基本的事実、事態の確認が
なされる。
中小企業の捉え方に関しては、フランスではわが国の中小企業基本法に相
当する法律が存在せず、中小企業に関する定義は統一されていないこと、た
だ「中小企業 (Petite et Moyenne Enterprise : PME)」という用語が第２次
大戦後は普及しており、同様に流布している「中小工業 (Petite et Moyenne
Industrie : PMI)」とともに、PME-PMIという表現が慣習的に定着している
こと、その背景には、他の先進諸国に比べて、中小企業が政策対象になるこ
とが遅れたこと、ヨーロッパにおいて長い伝統をもつ「手工業 (artisanat)」
の定義があいまいなことなどが指摘される。
中小企業の質的な定義としては、中小企業の全国連合組織 (CGPME) の､
「法律形態の如何に関わらず、経営者が、個人的、直接的に当該企業の資金、
技術、倫理に責任を負う企業」という、リスクと責任の所在からする規定が
広く認知されていること、また量的には、フランス政府の中小企業優遇措置
計画 (1976) にあたっての基準である、製造業、サービス業で従業員数10
500人未満の企業 (内20人未満が「小企業｣)、あるいは年間売上高１億フラ
ン未満の企業という規定をはじめ種々あるが、近年では EUとしての中小企
業政策の一貫性維持、統計整備の必要性から、中小企業の上限として従業員
250人という EU基準に統一される動きがあることなどが指摘されている。
また中小企業の下限については、伝統的に政策的保護がなされてきた手工業
との関係が重要で、手工業会議所への登録条件である従業員10人未満（20人
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未満まで柔軟適用）という基準への留意の必要性が言及されている。
中小企業のフランス経済にしめる地位については、フランスにある約282
万程度の企業の99.9％が従業員500人未満の企業が占め、そのうち従業員10
人未満の小企業が約263万社、全体の93.4％を占めていることに端的に示さ
れるように、ドイツ、イギリス等他のヨーロッパ諸国に比較しても、国民経
済上高い地位を占め、特に雇用面での比重、小企業の比率が高い点に特徴が
あることが指摘される。
こうした状況の歴史的背景については、フランス革命の影響、特にギルド
制度や絶対王政下の多様な産業特権が打破され、自由主義と個人主義に基づ
く自由競争体制が法的に保障され小生産者的発展の道が開かれたことが指摘
される。そしてこの道程が産業革命、工業化の進展の中でも維持され、産業
構造のコアを中小企業が担ってきたこと、そうした土壌の上で、世界恐慌以
降、特に第２次大戦後他の先進諸国をしのぐ、フランスの国威をかけた強度
の国家の経済介入がなされ、大規模な国有化政策、大企業中心の基幹産業の
集中・再編が進展したこと、国際的な産業間、企業間競争が激化した1970年
代以降は、こうした集中化促進志向をもつ大企業中心の経済計画が、大企業
の非効率性による国際競争力低下など行き詰りを見せ、国民経済を支える中
小企業、手工業部門の重要性が再認識され、その支援、健全な育成、地方産
業振興へと国家政策の転換が図られだしたこと、198090年代以降の EU共
同体における統一的な中小企業政策の推進志向がこの動きに拍車をかけ、グ
ローバル化の進展、EU統合の進化・拡大という状況の下でフランス中小企
業が、地域経済、雇用創出、イノベーションの担い手、経済のダイナミズム
の源泉としての役割を期待されるにいたっている状況が描写されている。
そして著者は、近年のフランスの産業情勢は、わが国やアングロサクソン
系諸国と類似の制度、施策、趨勢が見られる傾向にあるが、フランスの中小
企業は、官僚や一部のエリート集団、政府や国家政策と密接な関係を持って
存立する大企業セクターに対して、今日多くの国民にとってなお自由主義と
個人主義を実現する場として意義を有していること、したがってその背景に
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あるフランスの歴史的要件、さらにはそこで形成された文化や社会性と切り
離して論じることは意味を持たないこと、中小企業は、歴史、文化、社会性
や地域性を具現する主体であり、そこに中小企業の存在理由があることを指
摘し、この章を結んでいる。(1920頁）
これにつづく第２、第３、第４章は、フランスにおける中小企業研究が社
会科学の一領域としていかにその地位を築いてきたかを確認し、その潮流を
把握することに当てられている。その際著者が意を用いるのは、フランスに
おいて近年盛んになってきた中小企業をめぐる多様な議論をいたずらにアド
ホックにフォローするのではなく、中小企業研究の発展過程を、方法論的視
点から整理・分析する社会科学の発展史として概観することである。このた
め文献上主として依拠するのは、フランスにおける「管理学 (sciences de
gestion)」としての中小企業研究に関し、こうしたいわば分析方法論の視点
からその展開経路を跡付けようとしたトレス (, O.) の一連の論考で
あり、考察期間としては1960年代から1980年代半ばまでを見ている。
第２章では、トレスの見解に沿いながら、まず196070年代におけるフラ
ンスにおける管理学としての中小企業研究の「発生期」の研究内容が示され、
それがイギリスのアストン・グループなどを嚆矢とする企業規模研究、およ
びその延長線上で展開された「企業成長モデル」研究への注目と検討、継承
からはじまったことが明らかにされる。周知のように企業規模研究は、企業
規模の変化にともなう組織構造や特性の変化の究明とかかわり、企業成長モ
デルは企業の成長過程において生起する組織内諸現象を段階的に把握するこ
とを目的とするものであるが、こうした研究志向は、中小企業という対象な
いし領域を、大企業との関連において、管理的視点からまず定めようとする
研究者の関心を引いた。その際、この種の研究に常に内在するアプローチ上
の対立、すなわち普遍理論志向のアプローチと条件適合的理論志向のアプロ
ーチの対立が、以後の中小企業研究の流れを規定する要因となる。(28頁）
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この理解を基礎として次に、中小企業の管理学的研究の基礎確立期の内容
が、中小企業の大企業に対する特殊性を前提とするアプローチと、中小企業
の多様性を前提とするアプローチの二つの流れとその関わりに沿って明らか
にされる。
中小企業の特殊性を前提とするアプローチは、もともと大企業を中心に発
展した管理学の成果をそのミニチュアとしての中小企業にそのまま適用する
という素朴で一般的な管理学的志向を脱却し、中小企業の管理学的研究を確
立しようとする際まず試みられる志向であり、研究対象としての中小企業の
大企業に対する特殊性を、一般化した「中小企業モデル」として把握し、こ
の意味での普遍的特性を焦点に研究を進め、成果を蓄積していこうとする志
向をさす。この種の研究が、1970年代以降「中小企業の認知から認識へ｣､
「中小企業現象｣､「中小企業概念｣､「ハイポ企業モデル｣､「理念型」等々の
キイワードとともに、科学としての独自の研究対象としての中小企業の普遍
的概念確定作業を基軸に盛んになっていく態様が、ハーツ (Hertz, L.)、ジ
ュリアン ( Jurien, P. A.)、等の所説を参照しながら描かれる。また中小企業
の多様性を前提とする研究では、こうした中小企業の一般特性解明志向の研
究で抜け落ちがちで、中小企業の実証研究の進展とともにその妥当性の限界
が露呈してくる中小企業の多様性に注目し、その理論的整理、類型化等の営
為を行う研究志向の態様が描かれる。
本章のまとめでは、この二つの流れは、つまるところ中小企業を「研究対
象」として見るか､「研究領域」として見るかの基本的アプローチの相違を
意味するが、これを相容れないジレンマとしてではなく相互補完的な意味を
もち、中小企業研究の進展において克服されていく課題として整理・把握し
ようとするトレスの見解が披露され、このような形での中小企業研究の発展
経路の整理と展望の試みは、フランスのみならず、研究蓄積が多様で豊富な
わが国においても意味を持つことが指摘される。(412 頁）
第３章では、中小企業に関する管理学的研究のその後の、特に1980年代中
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期代以降の展開が、引き続き主にトレスに依拠しつつ描写される。
まず中小企業の「特殊性｣､「多様性」をそれぞれ焦点・基準とする既存の
二つの研究アプローチの意味や研究領域を、新たに「普遍性｣､「条件適合性」
という分類基準を導入し、２軸のマトリックスでより精密に整理しなおすト
レスの試みが紹介される。それは、既存の「特殊性」を強調する「研究対象
としての中小企業」アプローチを､「特殊性」視点と「普遍性」視点を結び
つけた研究志向､「研究領域としての中小企業」アプローチを「多様性」視
点と「条件適合性」視点を結びつけたアプローチと位置づけ、論理的にはこ
れ以外に「多様性」視点と「普遍性」視点が結びつく研究志向、および「特
殊性」視点と「条件適合性」が結びつく研究志向があることを浮き彫りにす
るものである。ここでは、前者は「統合 (synthese)」アプローチ、後者は
「変性 (denaturation)」アプローチと規定される。そしてこの研究アプロー
チ整理の枠組みを利用し、特に従来の整理では明確には見えてこなかったこ
の意味での「統合」視点､「変性」視点にもとづく研究分野の新展開として、
以後のフランス中小企業研究の展開が把握される。
まず中小企業の管理的特徴の中に多様性の根拠を究明したり、あるいは多
様性を生む要素を集約することを志向する領域としての「統合」アプローチ
領域での発展 (1980年代中期90年代初期) が､ジュリアン､カンド (Candaou,
P.)、マルチネ (Martinet, A. C.) などの所説や試みに依拠し描かれる。そこ
で特に注目されるのは中小企業の特殊性と多様性を同時に把握するための方
法論的試みで、企業類型間の連続性を把握しようとする試み、研究対象規定
の「概念」による厳密性を緩和し､「フォルム」としてより柔軟、かつ時間
の経過に伴う動的変化を視野に入れつつ把握しようとする試みなどが紹介さ
れる。
また「変性」アプローチに関しては、1990年代中期以降盛んになってきた
議論、すなわちこれまでともすれば無視、軽視しがちであった従来の中小企
業の特殊性の既存枠組み、あるいは条件適応性を視野に入れた「中小企業フ
ォルム」で想定する管理上の多様性の範囲を逸脱し、本質的変化を示す可能
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性のある中小企業に着目し、その意味を究明することにより、既存の研究の、
科学方法論上の欠陥、限界を克服し、中小企業研究の科学パラダイムとして
の本格的確立の契機としようとする動向が把握される。
この章は、中小企業の管理学的研究の発展過程を、研究領域の理論的正当
化に焦点が当てられた「発生期」(1965）から、認識方法の確立（1975）
した「基礎確立期」をへて、研究領域の境界の確認が重要となる「発展期」
(1985）にいたるという３段階で捉えるトレスの総括と展望の紹介、および
その含意を、研究の主体としての中小企業管理学的研究の専門集団自体が今
後専門の枠をこえ、産官学の連携や環境、地域問題といった社会的要請に応
じ、外部の多様な専門家集団と接触し、この機会を相互間の緊張と対話を通
じた「変性」発見の場としての活用することの意義とダブらせる著者の立場
表明でもって結ばれる。(60頁)
第４章はフランスにおける中小企業研究の現状の概観に当てられる。依拠
されるのは、フランスの政府系機関による近年の中小企業関連の情報の集約
と公表を目的とした代表的文献「フランスにおける中小企業の学術研究」
(OSEO, La recherche 	en PME, 2007) であり、中小企業関連の博
士論文、研究誌、学会およびそれに準ずる組織の動向が鳥瞰図的に把握され
る。
中小企業を対象とした博士論文に関しては、1975年2005年にわたる件数
の推移、タイトルの分野別内訳と特徴、対象とする国別、受理された大学、
主査別のデータ等が示される。そこで指摘されている受理件数は1975年以降
増加傾向にあったが、2000年以降は減少傾向にあり、その要因としては中小
企業研究の企業家活動研究への近年の吸収傾向、および学位論文指導者の減
少傾向が上げられている。分野別では管理学分野が233件で経済学、法学
（26）分野を凌駕しており、管理学研究の中では中小企業の大企業に対する
管理上の特殊性を指摘した内容のものが60件以上と多いこと、旧植民地から
の留学生の影響で開発途上国を扱ったテーマが多いこと、中小企業研究はパ
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リよりもモンペリエなど地方の大学が拠点となっていること、などが指摘さ
れる。
また研究誌の動向では、経済学や管理学の主要研究誌上に掲載された中小
企業関連の論文数は少なく経済学分野では特にその傾向が強いこと、中小企
業や企業家活動を専門とする研究誌は英米を中心に、独、伊なども含め、英
語を主要言語とするものが圧倒的で、フランス語圏（カナダ、フランス、ベ
ルギー）での発行誌は少ない。またこの分野での研究誌のタイトルはアング
ロサクソン系諸国では「国際」を冠したものが圧倒的に多いが、フランスで
は少なく､「フランス」を冠したものが多用され、フランスにおける研究の
閉鎖性を示唆すること、研究誌の格付けの際に用いられる研究領域の分類に
おいて、フランスでは、経済学、管理学の分野で、中小企業研究や企業家活
動研究は独立の細分分野として指定されていないこと、など研究分野として
の社会的認知度が低いことが指摘される。また学界状況に関しても、世界の
主要な研究者を集める英米系の国際組織に比し、フランス語による研究を重
視する組織の規模、影響力の低位性が指摘される。
そして結びにおいて、こうした点に示されるフランスにおける中小企業研
究のアングロサクソン圏や日本に比較しての地位の低さの背景に、混合体制
というフランス独特の体制の下、中小企業を問題性において取り上げるとい
う一般的意識が希薄であったことがあるが、反面本章が依拠した報告書の発
刊自体が、公的機関が中小企業研究の現状を把握し、その課題を明らかにし
ようと乗り出してきたことの証左であり、近年では、中小企業への期待が高
まっており、研究サイドの対応が注目されるとしている。(77頁）
第２部では、管理学研究とともに中小企業を中心とした理論面での研究の
もう一つの分野を形成する下請関係など、企業間関係論領域での研究展開が
把握、検討される。第５、第６章ではフランス企業間関係論の端緒となった
下請論の変遷が考察される。
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第５章では、まずこうした企業間関係にかかわる議論が展開されるように
なった背景、とくに自営小農民が支配的で工業の発展が比較的緩慢であった
フランスにおいて、第２次大戦後の国家による基幹産業の生産拡充重点施策
がこれまで疎であった大工業と小工業との接合を促し､「下請」問題の発生
を促した事情と、フランスの公的機関における「下請」の定義内容が確認さ
れる。とくに国立統計経済研究所 (INSEE) による、ある企業が自社のため
に、前もって用意した特定の仕様書にしたがって、自らが最終責任を負う生
産、サービス活動の一部を他の企業に委託する取引をもって「下請 (sous-
traitance)」とし、これをさらに「量の下請」と「専門性の下請」に区別す
る規定が、フランスで伝統的に定着した概念内容として紹介される。前者は
景気変動調整に利用される企業、後者はより高度な能力を持つ企業を想定し
ている。著者はこうしたフランスの伝統的規定の特徴を、受注企業（下請企
業）の技術上の依存性、劣位性、および発注企業と受注企業の過度に商業的
な関係を前提としている点、この関係が企業間格差を伴う取引関係、発注企
業たる大企業と受注企業たる中小企業の関係として把握する点にある、と見
ている。(83頁）
こうした下請概念の理解を与件として、本章の焦点は、現代においても引
き合いに出されることが多い古典的下請論としての、ウーシオ (Houssiaux,
J.) の所論の概要が紹介され、意味内容が検討される。ウーシオは1950年代
フランスの状況を踏まえた上で、下請を「準統合 (quasi-)」と位
置づけ、その意味を「異なった生産段階にある企業間における継続的関係」
と規定し、市場競争と垂直的統合の中間的性質を持つ取引関係と把握したが､
「準統合」のもつ意味連関は、一つには下請は、フランスにおける規模の経
済と垂直的統合志向に依拠した大企業発展志向によって顕在化した、需要変
動への対応の柔軟性喪失、組織の硬直性、非効率性等の回避のための、大企
業体制強化のための一連の小規模企業の包摂として意義を持つこと、第２に
は個人主義と独立性の伝統を重んじ、保守的で変化を好まず、成長志向にか
ける体質をもつとされるフランスの小企業に対し、下請関係をこうした二面
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性において示すことが、この体制への組み入れを容易にする、という点に求
めている。(85頁）そしてこうした規定と認識を基礎とした、ウーシオの
「下請」の構造と内容に関する把握が、経済的側面（準統合の目的、位置づ
け)、法的側面（契約内容、契約形式、契約履行の態様、契約期間)、社会的
側面（下請関係の排他性、発注企業の干渉程度）の３側面から、また「準統
合」の２類型（｢賃加工下請｣／｢専門下請｣）に整理され示される。こうした
概要をもつウーシオの伝統的な下請論の実質的特徴について、著者はフラン
スに数多く存在する限界的小企業は、受注企業からの技術援助や安定的受注
をよりどころにすることにより消滅、淘汰を回避できるが、下請関係を受け
入れない限り展望がないとする主張に見られるように、下請を大企業と中小
企業との効果的な協働関係において捉えつつも、中小企業の成長・発展可能
性を大企業の管理下における他律的な関係において認め、この方向へ中小企
業を誘導する含意をもち、その意味で中小企業の劣位性を与件とした成長悲
観論的性格を持つものと結論付けている。(87頁)
第６章では、1970年代以降、マスメディアや政策サイドを中心とした、中
小企業の柔軟性や雇用創出力を注目し、下請を受発企業間の協力的、互恵的
関係として捉え､ 地域活性化要因と見る ｢パートナーシップ論｣ (partenaires
de la relation）の興隆など下請再評価の動き背景として登場したベナン
(Vennin, B.) およびシャイユ (Chaillou, B.) による下請論が考察される。
ベナンにおいては、伝統的な下請概念、それを基礎とした大企業と劣位中
小企業間の「量の下請｣／｢専門性の下請」という類型化が、自動車産業にみ
られるより自立した大規模な部品供給企業の存在に象徴されるように現実の
多様性を反映するものではないとして、下請企業の態様を把握するためのよ
りオペレーショナルな枠組みの必要性が主張される。その際の着眼点は、生
産物の取引関係の基礎にある生産プロセスの態様と、その取引における取引
当事者間の交渉力関係である。この視角から特に自動車産業における下請企
業は、下請大企業、下請中企業、下請小企業に分類され、そのそれぞれが、
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技術の範囲、技術管理水準、取引機関、自動車メーカーとの競争レベル、製
品特性、戦略、という６指標で経営上の特性が整理され把握される。その上
で各類型ごとの下請企業の成長戦略が、取引関係の特性との関係で論じられ
る。ベナンにおける、こうした理論枠組みによる自動車産業の分析からもち
びかれる帰結は、現実の下請関係は、当時の「パートナーシップ論」で示さ
れるような、中小企業の専門性と生産性の向上に寄与する、互恵的な技術上、
生産上の関係ではない、とするものである。(98頁)
次いで考察されるシャイユの下請論においても、伝統的な下請概念の修正、
精密化の試みが把握される。シャイユにおいては、下請は、①機能的側面、
②市場的側面（下請市場の競争状態と発注企業の内製化の可能性)、③利用
・運営的側面（取引期間と下請企業間の関係）の３側面からの、体系的な把
握が試みられる。①では下請を仕様書、図面、作業指示、生産遂行という生
産の機能段階における態様から、垂直的統合、ライセンス協定、単なる購買
など他の企業間関係から区別することが、②③では下請の多様性、すなわち
伝統的な「量の下請｣､「専門性の下請」という分類を超えた、より精密で現
実的な下請類型化基準に従う実態把握、オペレーショナルな関係が捉えられ
る。
こうしたシャイユの試みを、著者は当時の下請関係の実体を、とくに下請
企業の技術の深さと広がりの視点からより立体的に描き出し、発注企業と社
会的分業関係にあるサプライヤーと下請企業との区別や、その中間段階の多
様な形態、したがって下請企業の高度化過程を明らかにしたものとしている。
ただここでもベナンと同様、なお発注企業と受注企業間の技術的優劣に関し
ての伝統的視点が予定されており、その要因は当時のフランスにおける下請
関係の現実がなお両者の有機的な協力的取引に主眼をおく「パートナーシッ
プ論」が想定した関係とは乖離していた点にあるとみている。そしてこの二
つの下請論は大企業重視の国家政策のゆがみ、限界が露呈し下請の役割の再
検討が行われ、伝統的下請論の限界が認識された転換期の所産であると結論
付けている。(111112頁)
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第７章では、198090年代における企業間関係に関する実態および議論の
展開が扱われる。
まずこの時代に国際的に注目された日本自動車産業の競争力をめぐる議論
の概要と日本の生産システムの特徴が紹介される。そしてこうした動向との
関連で、フランス自動車産業での取引関係の変化、とくに80年代のプジョー
やルノーの経営危機打開策において注目された、一次部品メーカー数の削減、
部品メーカーへの品質責任付与・開発責任移転、外注依存度の拡大という方
向での、日本方式の影響の下での取引関係変革の具体的態様が示される。
その上でこうした日本方式のインパクトをふまえた取引関係の議論の新展
開の概要が把握される。そこで紹介されるのは、アルテルソン (Alersohn,
C.)、ドナダ (Donada, C.)、ルクレール (Lecler, Y.)、ド・バンビーユ／シ
ャナロン（De Banville, et Chanaron, J. J.)、ボードリ (Baudry, B.) の議論で
あり、これらの政策担当者、研究者としての論者にみられる論調は、なべて
「パートナーシップ」論としての特徴を持つものとされる。
フランスにおける下請技術委員会の指揮をとったアルテルソンの議論は
「下請」に代わる新しい取引関係として「パートナーシップ」を意義付け、
両者の相違を類型的に提示するものであり、発注企業と多数の取引（下請）
企業との希薄な関係を特徴とする低価格志向の商業的取引原理に基づく「下
請」から、より少数の、自発的な品質管理などが可能な受注企業との長期的
なピラミッド的ネットワークを持つ「パートナーシップ」への展望を示すも
のである。ドナダの主張は、大量生産体制から市場の動向に応じた生産体制
への移行という認識の下で､「垂直的統合」→「下請」→「オペレーショナ
ルな協力関係」→「パートナーシップ」という企業間関係の進化過程を展望
するもので、このうち「オペレーショナルな協力関係」が下請企業の地位に
とどまる部品メーカーへの JIT導入など日本方式の実態に相応し､「パート
ナーシップ」はその域を超えた、設計活動にも参加する少数の部品メーカー
を含む企業間戦略的協力関係と意義付けるものである。またルクレールは日
本の取引関係を「関係モデル｣、フランス（欧米）の取引関係を「取引モデ
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ル」と対置し、両者のハイブリッド化が現在進行中と主張し、ド・バンビー
ユ＝シャナロンは、日本的関係を双方向情報の流れをもつ「パートナーシッ
プ・モデル」と特徴づけ、発注企業が交渉力優位を維持するフランスの伝統
的「下請モデル」と区別する。さらにボードリはウーシオの古典的「準統合」
概念との関係において、受発注企業間の情報の流れに着目し、下請企業が発
注企業からの情報の一方的流れに規定された「垂直的準統合」であるのに対
し、あらたな形態は、受発注企業相互間の双方向の情報の流れ特徴とする
「斜めの位置関係」にある、ウーシオにおける「準統合」形態と市場取引関
係の中間段階と規定する。
著者はこうした80年代以降の議論に流れる共通点として、日本の実践の影
響、大量生産時代の終焉を意味する、相互協力的、互恵的、安定した取引関
係の推奨、および支配従属関係を与件とする「下請」と新たなに生じた企業
間関係の対置、という３点を挙げ、ここに下請論からパートナーシップ論へ
の学史的転換点が見出される、と主張している。(135頁)
中小企業の主にミクロレベルの理論に焦点を当てた１部、２部に対し、第
３部では、主にマクロレベルの中小企業関連の産業振興政策、具体的には
「地域生産システム｣､「競争力の集積地｣、イノベーション政策と起業支援
政策の展開の内容が分析される。
８章では、90年代後半以降本格的に展開されるにいたるフランスにおける
「産業クラスター政策」の背景、母体、基礎などを把握するという視点から、
その前身としてのフランス固有の「地域生産システム (productif
local : SPL)」の振興政策の内容把握に当てられている。そこでは産業集積に
関するポーター (Porter, M. E.) をはじめとする近年の議論を踏まえた上、
1990年代後半以降の、国家的立場からの、地方小都市に集中立地する特定製
品に特化した中小製造業の振興政策の内容が、振興政策の主体である「国土
整備地方開発局 (DATAR)」の公式文書に主に依拠して明らかにされる。フ
ランスにおいては19世紀以来の伝統的な産業集積地は、第２次大戦以降の大
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企業中心の産業発展の過程で存立基盤、条件を失いつつあったが、EU統合、
グローバル競争の激化の中で、地域の属性、自発性を重視した国際競争力回
復志向が見直され、地方の雇用、失業問題の深刻化とあいまって、地方の中
小企業ネットワーク振興策が具体化していく事情が説明される。
そして振興策自体の内容が、支援対象としての「地域生産システム」の選
定基準、プロセス、類型（イタリア型、技術主導型、大企業受注対応型、新
規発生型)、そこでの連携・共同形態（設備・資材調達面、専門的人材確保
・教育面、商業的・販売面、イノベーションと技術移転面、雇用管理面、受
注面）で、具体的に示される。またその構成・推進主体についても、中心的
主体としての企業、計画策定主体としての公的機関、発展戦略推進主体とし
ての教育機関・知的集団、支援上の主体としての地域圏、政策的支援主体と
しての国などの役割や、その財源などが示され、その上で現実に選定され支
援対象となった７事例が具体的に紹介される。
この章の結びにおいて､「地域生産システム」という振興政策の特徴につ
いて、著者は、運営・推進主体の多様性（企業だけでなく商工会議所、手工
業会議所、地方議会その他のサービス機関の地域活性化目的への参加と相互
連携)、このシステム自体の多様性（伝統分野から先端分野まで、など）を
指摘する。更にこの政策をめぐる議論において特徴的なことは､「産業クラ
スター」の議論は一般的に、イノベーション促進による競争力強化の視点か
ら、競争と協調の両要素の相互作用に焦点が当てられるのに対し、フランス
における議論は協調の側面に重点を置いたものであったこと、またこの政策
が単なる経済的状況への対応手段としてだけでなく、地域文化や地域社会の
担い手としての中小企業の地位向上策としても同時に捉えられている、とい
う２点を指摘している。(164頁)
９章では2000年以降の産業振興政策の焦点となっている、フランスにおけ
る「産業クラスター政策」としての「競争力の集積地 (de	
	

	)」
と名付けられた集積の振興政策が、背景、政策形成過程、政策内容、支援体
宗 像 正 幸104
制等にわたって考察される。その際主として依拠されるのは、具体的な政策
立案に影響を与えた公的、準公的な組織の報告書、文書である。
この振興政策の提言概要については､ まず DATAR主導で2002年に組織さ
れた「国土整備関係省連絡会議 (CIADT)」による「競争力の集積地」の提
言、それを受けて2004年に DATARでまとめられた報告書「工業大国フラン
ス 地域主導による新しい産業政策」の議論が紹介される。そこでは地方
中小企業支援を主眼とした「地域生産システム」の延長線上で、より高次で、
緊密な「パートナーシップ」体制強化によるイノベーションの促進が必要な
事情、そのための「競争力の集積地」の認定と評価方法、水平的な共同関係
と地域資源の相互利用の促進、人的資源の動員と能力開発、産学の連携の強
化、企業への資金的支援の拡充、輸送・情報通信環境の整備、欧州レベルで
のネットワークの形成､「パートナーシップ」に基づく計画の遂行、などの
項目にわたって紹介される。またこの報告書と並行して、この振興政策形成
に影響を与えたとされる、ブラン (Blanc, C.) を代表とする特別委員会の政
策提言「発展する生態系の形成に向けて」の内容が、紹介される。そこでは
特に EUのリスボン戦略にしたがう知的経済化におけるイノベーション重視
の視点が強調され、産官学の連携によるシナジー効果、国際的に評価される
地域に密着した大学、研究機関の役割､「地域生産システム」でイノベーシ
ョンを誘発させるネットワークの進化と拡大の等が盛り込まれている。そし
てこうした提言を受けて、2004年以降 CIADTにより公表された具体的な政
策枠組みと計画要領の内容、公募形式で提出された発展計画の評価、認定、
支援体制が紹介され、さらにこの計画公募、認定の時期に、政府の諮問に応
えて出された、べファ (Beffa, J. L.: サン・ゴバン社会長) を中心とする特
別委員会の答申「フランスの新たな産業政策に向けて」(｢ベファレポート」
の内容が紹介される。この答申は国際競争力強化上、ハイテク部門や大規模
研究開発計画を支援する国家政策強化の必要性を、アメリカ、日本の例を引
き合いに強調し、中小企業よりも大企業の立場からの国家支援を主張したも
ので認定に少なからざる影響を与えたとされる。
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その上で、こうしたプロセスを経てフランス政府が2005年に認定し大規模
支援を行うことを決定した発展計画の態様が図示され概観されている。認定
された発展計画の内訳は「世界的集積地」６件､「世界的集積地候補地」９
件､「国内型集積地」52件、その拠点、活動領域についてみれば､「世界的集
積地」では、バイオ・テクノロジー／医療、IT／画像／情報通信、バイオア
グリ、化学、など中長期的に成長が見込まれるハイテク分野への集中、他方
地方経済への寄与が期待される「国内型集積地」では、地域圏を超えて存在
するものも多く、農産物、食品加工、機械や繊維といった地域性を基盤とし
た在来・伝統産業のほか、レジャーやソフトウェアなど多岐に及ぶ。また輸
送、環境、セキュリティ対策、地域固有の問題解決を目的とする「ソリュー
ション型」も含まれる。(178182頁）
本章の結びでは､「競争力の集積地」政策についての著者の理解と積極的
主張が示される。そこで強調されているのは、第一に、この政策は、それ以
前の「地域生産システム」が中小零細企業の地域振興を、イタリアの産業集
積をモデルに図ろうとした色彩が強いのに対し、フランス経済の低迷傾向打
破の鍵として、アメリカのニューエコノミー志向の経済発展政策に影響を受
けた EUの発展戦略（リスボン戦略）を基軸とし、アメリカにおける大学、
公的研究機関の研究成果の民間移行、また日本における政府と産業界の密接
な関係をモデルに、ハイテク分野に傾斜した振興策である点で、その問題点
はこうした政策展開によって、中小企業の政策的位置が相対的に低下し、中
小企業の文化的役割、地域コミュニティに果たす役割といった社会性をめぐ
る議論が活発さを失いつつある点で、地方分権促進のツールとしての意義を
この政策が持つとすれば、何らかの中小企業再評価の枠組みの組み入れが必
要とされること。第二に、この政策は DATARのみならず、より多様な関連
主体の積極的関与と連携、したがって「パートナーシップ」を必要とし、そ
れは官庁間、地域圏間、国―地域圏、企業間、教育・研究機関間など、多層
構造をもつものであるが、そのいずれのレベルにおいても、フランス社会の
特徴とされる、特に明白な自立性、独立性を重んじ、協調、同調行動に弱い
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志向、さらにエリートであるグランゼコール出身者、天下り官僚が経営権を
握る傾向のつよい大企業と中小企業をはじめとするその他のセクターとの階
級意識、心理的壁等の障壁が存在しており､「パートナーシップ」の推進は
フランス社会の構造変革なしには成立しえないこと、である。(186187頁）
10章では、近年のフランス中小企業政策が国際競争力強化視点を軸に、一
般的産業政策、企業政策との関係強化の中で進められている傾向と関連し、
その政策の軸として注目される研究開発支援をはじめとするイノベーション
政策、起業支援の状況の把握に当てられている。
まず近年のフランスにおける研究開発状況、および開発の特徴が、研究投
資額、特許出願件数、研究開発主体分布等で把握され、先進工業国ないでは
相対的に低位で、公的部門の比重が高いく、一部の企業や産業に集中してい
る特徴が示される。これに対し起業、開業状況については、全体としての開
業率は10％以上、32万件（2006)、産業分野別ではサービス業、商業、建設
業が多く、注目すべきは企業規模10人未満の開業が99％を占め、０人雇用か
らのスタートが80％以上であることである。
イノベーション、開業・起業支援環境整備状況については、雇用環境改善、
地方分権推進、国土整備の一環としての位置づけのもと、前出の DATARが、
1963年以降予算を提供する国と地方自治体の接点として多様な支援資金の運
営機能をはたしてきたが、2006年以降は大統領府管轄の「国土整備競争力強
化省間委員会（DIACT)」として改称・再編され、特に地域の競争力強化と
いう政策視点から支援を行っていること、起業・中小企業の研究開発活動支
援の政府機関としては「研究開発公社（ANAVAR)」があり、ソフト・ハー
ド両面で中小企業の研究プロジェクト、成果の商業化支援を行っていること、
法制面では、1997年に公布された「イノベーション法」が、もともと高等教
育機関や研究所の研究者の大半が公務員であるための、民間領域での活動へ
の制約を緩和し、基礎研究面での成果の民間移転を促進し、開業、起業を支
援する意図を持ったもととして重要であること、2004年以降「革新的新興企
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業 ( JEI)」という制度が設立され、研究開発に重点をおく認定企業に種々の
課税免除による支援を行っていることなどが示される。そして起業家、企業
者に対する直接的支援、サービス施設については、特に研究開発に基づく起
業を支援する「起業インキュベーター＝企業の孵化器｣、すでに開発した成
長初期企業を支援する「ペピニエール＝企業の苗床」の二つの制度の内容が
解説されている。
本章の後半では、前章でも関説されたべファ・レポートの内容が、フラン
スの研究開発の特徴という視点を絡めより詳細に考察される。
このレポートでは、フランスが素材産業、航空機、自動車分野では国際競
争力を持っているが、ハイテク部門、高度技術産業では脆弱性があり、フラ
ンスの研究開発努力が低度技術産業部門に向けられていること、研究開発の
公的支援の大半が防衛部門と大型国家プロジェクトに投入され、将来展望を
持った部門への支援が弱いこと、公的研究部門からの技民間術移転に制約が
多いことなどの分析が示され、公的部門と民間部門の関係構築、高度技術産
業への研究開発努力の誘導の必要性が主張され、そのために提案された「産
業イベーションのための動員計画（PMII)」の概要がスケッチされている。
(199200頁)
本書は以上３部の内容をあらためて要約した「まとめと展望」で結ばれて
いる。その末尾において著者は、本書全体の内容に及ぶ確認事項として、特
に第２部、第３部で取り上げられた「パートナーシップ」論に特に言及し、
その意味関連についての、以下のような総括的理解で本書を結んでいる。
フランスにおける「パートナーシップ」をめぐる議論は、1970年代におけ
る「下請」の限界との関連で規範的に主張された「初期パートナーシップ論｣、
自動車産業の取引関係の変化を背景とした8090年代の「中期パートナーシ
ップ論｣、グローバル化、知的基盤方経済社会への対応要請と関連する90年
代後半以降の「後期パートナーシップ論」の三類型に整理できるが、このよ
うに時代背景、参加主体、理念などを異にするコンテキストで繰り返しこの
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用語が引き合いに出される所以は、フランスの社会、個人、企業が広い意味
での共同的活動、連携活動へのフランス社会を構成する深層構造に由来する
脆弱性がある点に求められ、その裏返しの表現である。フランス社会に特有
の、個人と自由主義の発現の場としての生い立ちと使命をもち、その役割や
理念を引き継いでいる多数の小規模企業の存在、また中央集権的国家建設を
目指す中で、垂直方向の意思伝達を前提に形成された教育、政治、法などの
社会システム中のサブシステムの存在が連携活動の障害なのであり､「パー
トナーシップ」論はフランスが過去に築きあげられてきた社会、その構造に
対する挑戦としての意味を持つ。この挑戦はフランス社会に必至の課題であ
るが、その際、多くの国民にとってアイデンティティ、生活そのものであり、
フランス的なものを発現する機会であり続けてきた中小企業は軽視されるべ
きでなく、その役割、今後果たすべき機能、存在意義について十全な議論が
必要であり、フランス中小企業の行方が注目される。(208頁)

以上のようにして、本書は近年におけるフランス中小企業の理論的研究と
中小企業をめぐる政策論議の概観と潮流を鳥瞰的に明らかにした労作である。
本書の意義は、まずもって、これまでわが国で本格的に紹介、検討されるこ
とのなかった、近年のフランスにおける中小企業関連の研究と現状把握につ
いて、今後依拠することのできる基本文献が誕生したという点にあろう。わ
れわれは本書を通じて、フランス中小企業に関する、それぞれ独自の重要な
意味を持ち、しかも有機的に関連している、経営管理学、企業間関係論、お
よび中小企業関連産業政策という３領域の実情と発展傾向、およびその全体
像を、その歴史的、経済的、社会的・文化的コンテキストとあわせて把握す
ることができる。本書において著者は、この３つの領域における状況の把握
において、フランスの代表的な研究者、論者、学界の主要機関などの基本文
献、政策形成、実施にかかわる責任ある代表的組織・機関の公式、準公式文
書を慎重に吟味、選定し、その内容を体系的にバランスよく整序、配列し、
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その意味を究明し関連付け、そこからフランスにおける中小企業研究と中小
企業関連政策の特徴と潮流、課題を、フランス経済・社会・文化の特性との
かかわりの中で浮き彫りにするという、自らに課した目標をエレガントに果
たしている。評者自身本書の通読を通じ、著者の分析・叙述の道程をある意
味で追体験しつつ、評者にとって未知なるところ多いフランスの近年の状況
を体系的に学び、そこから多くの知的刺激をうけ、また自己の学的知見を整
理し研究イメージを豊かにするという幸せな経験をさせていただいた。この
ような著者の、わが国中小企業研究の空白地帯をうずめようとしたチャレン
ジ精神と構想力、良識のある一貫した研究姿勢と地道な努力に、深い敬意を
表するものである。
こうした評者の個人的な読後感の次元を超えて、本書の独自性と貢献につ
いてさらにスペキュレーションを展開するとすれば、それは本書の「中小企
業の理論と政策」という、中小企業研究の最も基本的タイトルのもとで、今
なぜフランスなのかという疑問とかかわることになろう。著者は本書の随所
で、中小企業がフランス経済社会を量的質的に支える役割を強調しつつ、わ
が国と異なり中小企業が問題となる時期が遅かったこと、それに相応して、
日本では勿論のこと、フランスにおいてさえ中小企業が本格的に研究の俎上
にのぼることが少なかったことを指摘している。このことはフランスの状況
が、小零細企業、中小企業が前世紀前半から問題性において取り上げられ、
その研究が独自の発展を遂げた日本と著しい対照性をもち、状況的に最も遠
い関係にあったことを意味している。私見では、著者が他のどの国でもなく
他ならぬフランスを取り上げた理由は、むしろこうした対照的な状況から生
起したフランスにおける理論、政策両面での近年の展開の独自性を明確にす
ることが、曲り角にきているわが国をはじめとする中小企業研究の今後の展
開を模索する上で独自な意味をもち、また新鮮な刺激を与えうるとの見識に
もとづくと解される。
本書の指摘にあるように、フランスは中小企業が深刻な問題となることが
少なかった、その意味で恵まれた国である。その背景には、豊かな自然と肥
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沃な大地に根ざす、自営農民、小生産者、小営業者、小規模企業層の安定し
た経済基盤があり、産業革命、工業化も穏やかに経過したという事情がある。
20世紀以降の国家覇権、国家威信の技術的経済的発現にあたっては、こうし
た土台を温存しつつ、国家による限定された基幹産業への経済力の政策的集
中戦略に依拠し、その結果図式的に表現すれば、先鋭で集中度の高いハイエ
ンド部門と穏やかで分散的な基底層とが次第に係わり合いを深めつつ、基本
的には平和裏に並立、並存するという独自な経済構造（それは社会のハイエ
ンドで指導力を担う少数の知的エリート層とその他の層との知的次元での社
会的階級性をともなう）を保持してきたと理解されよう。そしてこの豊かな
経済的社会的条件と、フランス革命の母体として、個人主義、自由主義を志
向する近代市民社会の理念に導かれ、他国に先駆けいち早く築き上げた近代
国民国家理念のモデルとなった安定した国家体制の下で、フランスが近代理
性・知性・文化発現の頂点としての、自他共に認める地位を保持してきたこ
とは言うまでもない。
本書ではこのような国における中小企業の理論と政策の展開過程が、まず
自主独立、自律的な中小企業においてもっとも重要な意味を持つ管理学的研
究の生起・展開から、次に経済環境の変化に伴う大企業、大工業との連携、
自律性の低下を伴う「準統合」形態への移行とその諸形態を問題とする企業
間関係論議を経て､「産業クラスター」政策に象徴される、より高次な「パ
ートナーシップ」関係構築の政策展開にいたる道程として描かれている。こ
うした構図が、より広く長期的視点においてもフランスの現実の過程に照応
しているか否かについては、なお慎重な吟味が必要であると思われるが、中
小企業研究が当初から、大企業、大工業との「下請制」など他律的関係と格
差にかかわる､「独立型」よりも「従属型」の存立基盤を持つ対象への、深
刻で切迫した産業構造上の実践・研究課題との関連で生起し、経営学的課題、
経営学的研究はそれよりよほど遅れて展開し、近年にいたって既存の系列構
造、下請構造の改編、変革による、独立、準独立の中小企業の多様なあり方
の究明に焦点が移行してきた観のあるわが国とは対照的なベクトル、側面を
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持つことは明らかであろう。本書は、国際競争の激化、グローバル化の進展
によって、工業化各国がそれぞれこれまで依拠してきた既存の国内産業構造
の修正を余儀なくされ、相互接近と相互反発のなかで新たな展望を模索する
状況にある中、そのフランスにおける態様をフランスに固有の視座を明確に
しつつクリアに描こうとしたものに他ならない。特にこのような対照性の際
立った日仏両国の発展軌道の関係からして、本書に盛り込まれているフラン
スにおける実践とその研究帰結はわが国のそれとは、これまでの実践上の問
題の焦点の対照性に由来する相互補完的な関係にあり、その情報交流により
相互に有益な理論上、実践上、政策形成、実行上の示唆をうる可能性が多い
ように思われる。本書は、中小企業研究と実践の領域において、フランスへ
の注目が特にわが国に清新な刺激を与えうること、今後特に日仏間の国際比
較や相互交流が、他国とは異なる独自の意味を持つことを明らかにしたこと、
そして今後そうした観点から、特に経営管理学、企業間関係論、中小企業関
連産業政策の３群の分野それぞれにおいて、またその間の関連において、フ
ランスの情況を今後更に詳細に分析・究明しようとするものにとっての導き
の糸、信頼に足る起点、拠り所を提供した点で、大きな貢献を果たしたとい
うことができる。
このことと関連する本書の貢献を特に一点、より具体的に指摘するとすれ
ば、とりわけフランスにおける中小企業研究の中心とされる管理学的研究に
際しての、わが国を始め他国の研究において類例を見ない形式論理的に厳密
な、管理学上の方法論的論議の展開過程の紹介、分析のもつ意義をあげるこ
とができよう。こうした志向は２部の企業関係論の分野でも受け継がれ､
「下請」論から「パートナーシップ」論にいたる展開が､「学史的転換点」
の確認 (135頁) で結ばれる理論的、方法論的論議を軸に把握されている。
そこには、いわばフランスのハイエンドの理性がとる、中小企業という研究
対象への、科学としての厳密性を意識した高次の対応様式が示されている。
そこで展開されている中小企業研究の科学性に関する議論や数々の精密な方
法論的アプローチには、我が国における中小企業関連の理論的研究推進上、
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深く受けとめ、参考にすべきものが多々内包されている。この点の含意を著
者は､「一社会科学の発展史」というキイワード (23、42頁) で表現してい
るが、わが国においては後発的で、なお多くの課題を残している観のある経
営学、管理学分野の中小企業研究の科学的内容と水準向上のための一つの道
がフランスにあるという点を明らかにしようとした著者の見識、意図、およ
びその成果は高く評価すべきであろう。高次の論理的厳密性と明晰性、それ
ゆえの普遍性を内包するフランス国内での中小企業をめぐる議論は、自尊・
自負の気風が高く、それと関連するある種の閉鎖性を内包するフランスの文
化特性もあってか、これまで他国に喧伝されることの少なかったものである。
その紹介、分析、解明という仕事は、著者の主張どおり、わが国をはじめと
し、関係諸国の中小企業研究の社会科学として研究水準の向上、研究状況の
内省、新たな展開への新たな契機、示唆を提供する点で、重要な意義を持つ
ものということができよう。
以上本書の主要な意義、貢献について評者の私見を披露してきたが、本稿
の結びとして、本書を通読して感じた不満を一点記し、評者としての責を終
えたい。それは、著者が自国以外の中小企業を把握する一般的な意義につい
て、中小企業が「人間サイズ」の企業として捉え、歴史的に規定された国、
文化、社会的諸制度によって複雑多様な様相を呈する点を挙げ (１頁)、そ
の視点からすでに紹介したように、フランスの中小企業については、それが
フランス国民の多数にとって個人主義と自由主義の発現の場、生活そのもの、
フランス的なアイデンティティそのものであると理解し、また時代を追うに
つれ、広く深くなる「パートナーシップ」の必要性を、フランスの伝統的社
会とその構造への挑戦と把握していること (208頁)、と関連している。本書
ではこの視点から、全３部を通じ、当該問題と関連する適切な歴史的社会的
文化的背景説明が付されていることは紹介したとおりである。だがそれらを
通じてなおもどかしく感じるのは、こうした社会的文化的特性がフランス中
小企業の経営体質にどのように具体的に発現しているか、そこにどのような
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長所と短所が見出されるのかなど、実践内容の側面の把握、説明が必ずしも
十分でないように思われる点である。それが明らかにされるべき適切な場は、
まず管理学的研究を扱った第１部であると思われるが、そこでは中小企業の
一般的管理学的特性をいかに把握するか、その多様性とダイナミックな特性
をいかに理論的類型的に把握するかについての方法論的議論の展開が詳細に
論じられている。しかしその方法論、理論分析の枠組みに従った、現実の経
験対象の写像としてのフランス中小企業の一般特性、あるいは諸類型の内容
など、各論者の理論内容自体については、必ずしも明らかにされているとは
いえない。こうした傾向は第２部の企業間関係論でも感じられるのであり、
独立企業の経営体質とのかかわりでの、企業間関係を形成過程における具体
的態様や独自の困難性、それに相応した連携形態運営のあり方など具体的内
容説明がいま少しあれば､「パートナーシップ」形成がフランス社会に対す
る挑戦であるという意味も、よりリアルに把握、理解できたはずだと思うの
である。またこの点と関連して、伝統的に「コーポラティオーン (Koopera-
tion)｣､「パートナーシャフト (Partnerschaft)」志向を保持しているとされ
るお隣のドイツの状況との異同や、わが国の生産実践との関係、異同などの
問題についても、より明確な理解および示唆を与えるものになったのではな
いか、という思いがする。わが国と異なり、いわば中小企業の本来の姿とも
いえる独立型の存在形態を基点とするフランス中小企業の展開過程は､「中
小企業の理論と政策」を取り扱う際の、一種の「標準軌道｣､「ステレオタイ
プ」としての意義を担う可能性もあり、広くわが国のみならず各国の研究や
国際比較において参考になると思われるだけに、フランス中小企業の経営体
質、中小企業経営者の行動特性に関する一般的論議や、その次元を超えた、
より厳密な科学的濾過をへた「理論モデル」の内容自体についても、本書で
いま少し注意を払ってほしかった、というのが評者の偽らざる感慨である。
勿論こうした不満は、著者がかかげた、フランスにおける中小企業研究と
政策展開の潮流と課題を鳥瞰的に示すという本書の基本的な意図、そのため
の文献・資料選定とかかわっている。たとえばフランスにおける中小企業研
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究の現状把握（４章）に際し、中小企業関係の学位論文産出状況が考察され
ているが、著者はこうした基本構想に従い、中小企業関係論文の分野別タイ
トル別一覧などの提示とその傾向分析のみに留め、論文内容の詮索にまでは
立ち入っていない。したがって評者の思いは、著者の抑制の効いた一貫した
姿勢からして、文字通り望蜀の観に過ぎないといえるだろう。本書がわが国
中小企業研究の空白をうずめ、今後の新展開への多くの示唆を内包する貴重
な文献として高く評価され、利用されることを確信するものである。
（筆者は大阪成蹊大学学長・教授、神戸大学名誉教授、
経営学博士 (神戸大学)）
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